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1背景（放射線安全・防災に関する研究）
1F事故の知⾒等に基づき、原⼦⼒施設の種々の経路を考慮した住⺠等の被ばくを

含む事故影響評価⼿法を⾼度化するとともに、原⼦⼒災害時の時間推移を考慮しつ
つ、原⼦⼒防災における最適な防護戦略の⽴案を可能にする技術基盤を取得する。

内部被曝

吸入摂取
外部被曝

大気拡散

乾性沈着

放射性雲からのガンマ線
による被曝

地表面に沈着した核種の
ガンマ線による被曝

降雨による洗浄

食物摂取

確率論的事故影響評価
⼿法の整備

放射性プルーム

無人機等

緊急時モニタリング・被ば
く線量評価⼿法の開発

現存被ばく状況下での線量
評価⼿法の開発

レベル3PRAコードOSCAARの整備
レベル2コードとの連携強化 等

緊急時モニタリング⼿法の開発
住⺠・防災関係者等の緊急時被

ばく線量評価⼿法の開発 等

事故後における住⺠の被ばく線量
評価⼿法の開発

居住環境等の不確かさを考慮した
確率論的被ばく線量評価・管理⼿
法の開発 等

最適な防護措置の検討に寄与

計画時 緊急時 復旧時

研究成果であるパラメータ・モデルに関する知⾒を事故影響評価⼿法に反映



2背景 (防護措置の⽅針と関連研究)
１F事故の教訓を踏まえ、原災指針では、
 5km圏内（PAZ）は放射性物質放出前に原則として避難
 ただし要配慮者は⼀時退避施設（病院等）に退避
 30km圏内（UPZ）では原則として屋内退避 ← 本発表

⾞両による避難に関する研究 ⼀時退避施設への退避に関する研究

⾞両による避難時の被ばく低減
効果の実験

⼀時退避施設への退避時におけ
る被ばく低減効果の評価

病院 福祉センター⼀時退避施設
の例

放射線防護対策
の例サーキュレーター

を⽤いた⾞両の換
気率試験

陽圧化

気密化

福島で実施した⾞
両の外部被ばく低
減効果の試験



3前提︓屋内退避の被ばく低減効果の定義

外部被ばく 内部被ばく
被ばく低減係数（DRF）

周囲に何も存在しない無限平⾯

グラウンドシャイン

クラウドシャイン

1 m
評価点

＝
家屋内の空間線量率
家屋外の空間線量率

※ 家屋外︓地上⾼さ1 m (無限平⾯)
家屋内︓床上1 m

プルーム

被ばく低減係数（DRF）

＝
家屋内の時間積分濃度
家屋外の時間積分濃度

⼀部侵⼊

※ プルーム通過開始時刻から時刻 t
までの積分

DRF・・・Dose Reduction Factor 低減係数が1に近いほど、低減効果は⼩さい
0に近いほど、低減効果は⼤きい



4現在想定されている屋内退避の低減効果
防護措置 外部被ばく 内部被ばく

⽊造家屋への退
避

• 放射性プルームからのγ線等
（クラウドシャイン）の影
響に対して10％低減
(DRF=0.9)

• 周辺環境中の沈着核種から
のγ線等（グラウンドシャイ
ン）の影響に対して60％低
減 (DRF=0.4)

・放射性プルーム中の放射
性物質を呼吸により摂取
する影響に対して75％低
減 (DRF=0.25)

⽯造の建物への
退避*

*コンクリート造は
⽯造よりも⾼い被ば
く低減効果が期待で
きる。

• クラウドシャインの影響に
対して40％低減(DRF=0.6)

• グラウンドシャインの影響
に対して80％低減
(DRF=0.2)

・放射性プルーム中の放射
性物質を呼吸により摂取
する影響に対して95％低
減 (DRF=0.05)

低減効果の元⽂献 Z. G. Burson and A. E. Profio, Health  Phys, 33, 287-299 (1977)
IAEA, IAEA-TECDOC-995 (1997)
U.S. Environmental Protective Agency, Protective action Evaluation Part I (1978)

引⽤） 緊急時の被ばく線量及び防護措置の効果の試算について（案）, 原⼦⼒規制庁http://www.nsr.go.jp/data/000047953.pdf



5⽬的・内容

⽇本家屋での屋内退避による被ばく低減効果を調査・検討し、
防護戦略に必要な技術的知⾒を提供

・家屋調査（建築様式、建築年、壁材、壁厚さ・密度、気密性能）

・放射線輸送計算コードを⽤いた外部被ばく低減効果の計算
・家屋内の物質挙動に関する実験的評価と⽂献調査

・家屋内外の空気交換を模擬したコンパートメントモデルを⽤いた
内部被ばく低減効果の計算

⽬的

内容

 IAEA等で報告されている屋内退避の被ばく低減効果は欧⽶の家
屋が対象

屋内退避の効果は住居の特性（建築様式等）に依存するため、
⽇本特有の住居に対応した被ばく低減効果を評価する必要あり

屋内退避の被ばく低減効果
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外部被ばく低減効果

・家屋調査（建築様式、壁材、壁厚さ・密度）

・放射線輸送計算コードを⽤いた外部被ばく低減効果の計算

⼊⼒データ



7外部被ばく低減効果の解析⽅法

*Particle and Heavy Ion Transport code System

計算体系
空気 1 km

地⾯

放射線輸送計算コード（PHITS）を⽤いて、建屋ごとに被ばく
低減係数の家屋内分布を計算

クラウドシャイン︓
核種は⼤気中⼀様分布

グラウンドシャイン︓
核種は地表⾯上⼀様分布

核種は家屋内、家屋直下、
屋根⾯・壁⾯上に存在しない

⽊造住宅 鉄筋コンクリート造住宅 1)  古⽥琢哉, ⾼橋史明, JAEA-
Research 2014-003 (2014)

福島県内の家屋調査を基に間取りを設定し 1)、
建屋⾯積と壁・屋根の重量厚さは⽂献調査、統計調査結果を基に決定

他に集合住宅、体育
館、学校、病院も実施



8外装材及び内装材の厚さと密度の調査結果

建屋
外装材 内装材

名称 厚さ
(cm)

密度
(g/cm3) 名称 厚さ

(cm)
密度

(g/cm3)
重量厚さ
（g/cm2）

⽊造

窯業系サイ
ディング材 1.6 1.1

⽯膏
ボード
張り

0.95 0.7

2.4

セラミック
タイル 0.8 2.1 2.4

漆喰 2.0 1.0 2.7
⼟壁 6.0 1.28

板張り 1.2 0.38
8.1

⽊製サイ
ディング材 1.8 0.38 1.1

⽊造 1) - - - - - - ≈ 10
コンクリート造 コンクリート 15 2.1 - - - 31.5
コンクリート造

1) - - - - - - ≈ 30

⽂献調査、メーカーカタログ、統計調査等に基づいた設定

重量厚さ (g/cm2)＝壁の厚さ (cm)×壁の密度 (g/cm3) 1) Z. G. Burson and A. E. Profio, Health Phys, 33, 287-299 (1977)

⽇本の⽊造家屋の重量厚さは従来設定された⽊造家屋の重量厚さ1)よりも⼩さい



9低減係数の家屋内分布図例（137Cs想定）

2階建て⽊造
(1F, 窯業系サイディング材) 2階建てコンクリート造 (1F)

クラウド
シャイン

グラウンド
シャイン

中央付近の低減効果は壁際よりも約20％⾼い

⼩
←

低
減

効
果

→
⼤

⼩
←

低
減

効
果

→
⼤

⼩
←

低
減

効
果

→
⼤

窓付近では低減効果は約半分

⼩
←

低
減

効
果

→
⼤

窓



10外部被ばくまとめ

 ⽇本家屋の調査を⾏い、⽇本家屋の外部被ばく低減効果を導出
 家屋以外にも避難施設となりうる学校、病院、体育館の外部被

ばく低減効果を導出

上記の解析結果を踏まえて、
 クラウドシャインとグラウンドシャインに関する⽇本家屋に

おける代表値を検討中
 屋内退避時にどういった⾏動をとれば低減効果が⾼まるかを

取りまとめ、公衆に周知するための資料（パンフレット等）
を提案予定

 グラウンドシャイン時、中央付近で壁付近よりも約20％
低減効果が⾼い

 コンクリート造の建物では、窓付近で低減効果は約半分 等

低減効果の家屋内分布の結果



11

内部被ばく低減効果

・家屋内の物質挙動に関する実験的評価と⽂献調査

・家屋内外の空気交換を模擬したコンパートメントモデルを
⽤いた内部被ばく低減効果の計算

⼊⼒データ

被ばく低減係数（DRF）＝
家屋内の時間積分濃度
家屋外の時間積分濃度



12内部被ばく低減効果の導出⽅法

室外室内
⾃然換気空気

壁⾯ 沈着
CS CI CO

λe，P
λd

  IdeOe
I CCP

dt
dC  

侵⼊ 放出 沈着

CI : 室内の放射能濃度 (Bq m-3)
CO : 室外の放射能濃度 (Bq m-3)
P : 浸透率 (-)
λe : ⾃然換気率 (h-1)
λd : 室内での沈着速度 (h-1)
λ : 壊変定数 (h-1)

室内外の物質交換

室内の濃度変化

Ref.
U.S. Environmental Protective Agency, 
Protective action Evaluation Part I (1978)

C
O

0
経過時間

プルーム通過
継続時間

⼊⼒

浸透率︓室内に侵⼊しようとする放射性物質のうち、
実際に室内に侵⼊した放射性物質の割合

⽇本家屋に対する代表値を求める必要有り
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ラボ実験実家屋実験
 環境因⼦コントロー

ル下で家屋以外の依
存性の把握

 実家屋での値を把握
 家屋依存性の把握

⾃然換気率、沈着速度、浸透率に関する得るべき情報
 ⽇本家屋での値
 依存性の把握（粒径, 隙間・壁材質*, 建築様式など）

内部被ばく低減効果を導出するためのアプローチ

⽂献調査

本発表では
 実家屋での核種の侵⼊しやすい箇所、汚染分布の調査
 ⾃然換気率と浸透率の実家屋実験
 実験値を基に被ばく低減係数の計算（沈着速度は⽂献引⽤）

*隙間︓窓、換気扇など 壁・床材質︓畳、フローリング、絨毯など

どんな隙間を想定すべきか
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0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0

0 1 2 3 4 5 6 7

家屋内の汚染分布調査
⽬的︓放射性物質の侵⼊しやすい箇所、家屋内の汚染分布の把握
対象家屋︓双葉町、⼤熊町の8家屋（⼾建住宅）

線
量

⽐
（

10
 c

m
/5

0 
cm

）

床向き測定 壁向き測定

核種の主たる侵⼊
経路の可能性 ⼤

平均値と標準偏差壁向き床向き 検出器

測定点

壁から10, 50 cm 隙間から10, 50 cm

測定⽅法 結果

隙間︓窓、ドア、換気扇、
エアコンの送⾵⼝、コンセント

本研究での定義

NaIサーベイメーターで隙間付近の線
量率を測定

（建築専⾨家への聞き取り調査より決定）
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⾃然換気率λeの導出
対象部屋に約100LのCO2を散布。
その後のCO2濃度変化から導出。

100

1000

10000 ↓放出 ↓放出

室外

室内

※CO2放出時以外、⼈の出⼊りはなし

実家屋での吸⼊被ばくに関わる実験⽅法

空気清浄機

温湿度計
CO2濃度測定器

エアロゾル濃度測定器↑

←吸⼊⼝
（⾼さ1m）

浸透率Pの導出
空気清浄機を1時間稼動させ、
沈着項を無視できるよう、室内の
エアロゾル濃度を室外よりも⼩さ
くし、その後の濃度変化から導出

9 10 11 12 13 14 15 16 17
時刻

室外

室内

0.
3μ

m
エ

ア
ロ

ゾ
ル

濃
度

(×
10

7 
m

-3
)

0

2

4

6CO
2濃

度
(p

pm
)

空気清浄機稼動

IeOe
I CCP

dt
dC  
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家屋A 家屋B
建築年︓1975
様式︓コンクリート造 集合

建築年︓1991
様式︓コンクリート造

メゾネットタイプ (2F)
バルコニー

和室 和室

収納

和室

収納
収納

⾵呂

脱⾐所

WC

⽞関

DK

測定地点
窓
ドア

換気扇
(電源切) バルコニー

洋室洋室

洋室
WC

脱⾐所

⾵呂

階段

2F部

(3F)

⾃然換気率・浸透率の導出実験を⾏った家屋

その他、集合住宅3軒＋⽊造⼾建4軒で実験中
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0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
1.2
1.4
1.6

1970 1980 1990 2000 2010

本実験(集合)
本実験(⼾建)
⽂献値(集合)
⽂献値(⼾建)

⾃
然

換
気

率
(h

-1
)

建築年

⾃然換気率の結果

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0 2 4 6 8

⾃
然

換
気

率
(h

-1
)

地上⾼さ10mの⾵速 (ｍ s-1)

家屋A (1975)

家屋B (1991)

⽇本における原⼦⼒発電所付近の平均⾵速

Ref. 三原他, ⽇本環境管理学会誌, 52, 166-169 (2004)
⿃海他, ⽇本建築学会環境系論⽂集, 81, 385-391 (2016)

など

■ ⼾建住宅︓0.1〜1 h−1

● 集合住宅︓0.1〜0.5 h−1

本実験は⾵速3 m s-1以上を
除外して平均値をとった

1980年と1992年に、住宅の気密性能
に関する基準の更新
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浸

透
率

⾃然換気率 (h-1)

粒径︓0.3 μm

浸
透

率

⾃然換気率 (h-1)

0.5 μm

浸
透

率

⾃然換気率 (h-1)

1 μm

 ⾃然換気率 1 h-1以上︓概ね 1
 ⾃然換気率 1 h-1未満︓

⾃然換気率と正の相関
 粒径・家屋依存性︓⾒られない

浸透率の結果

 浸透率︓0.5〜1

チェルノブイリ事故時等に放出された粒径︓0.2〜1 μm 1)

1) Tschiersch and Georgi, J. Aerosol Sci., 18, 689-
692 (1987) など



19コンパートメントモデルを⽤いた感度解析

変動因⼦ 変動幅 化学形態
⾃然換気率 (λe) 0.1–1 h1

沈着速度 (λd)
0.1–1 h1 1) 粒⼦状
0 h1 ガス状**

浸透率 (P)
0.5–1 粒⼦状
1 ガス状**

プルーム通過継続時間＊ 30 分

化学形態
ガス状のみ
粒⼦状のみ

⼊⼒パラメータ

*１F事故時に測定されたサイトから30 km以内のモニタリングポストの
線量率変化から決定

** I2, CH3I, HOIなど

低減効果に関わる因⼦の影響を定量的に評価するため、
感度解析を実施

1) 伊藤他, ⽇本建築学会環境系論⽂集, 76, 973-979 (2012)など



20感度解析結果（ガス状物質）

 屋内退避継続時間によって、被ばく低減効果が異なる
 近年の⽇本家屋（⾃然換気率 約0.2 h-1)では、プルーム通過

後数時間では、被ばく低減効果が⼤きい

被ばく低減係数（DRF）＝
家屋内の時間積分濃度
家屋外の時間積分濃度

計算条件︓
沈着速度＝0 h1, 浸透率＝1

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2

0 1 2 3 4 5

放
射

能
濃

度
(B

q
m

−3
)

経過時間 (h)

屋外 (プルーム)

プルーム通過中

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 10 20

D
R

F

⾃然換気率λe=1.0 h−1

0.2 h−1

0.1 h−1

⼤
←

 低
減

効
果

→
 ⼩

プルーム通過開始からの経過時間 (h)

屋内 (λe=1.0 h−1)
屋内 (0.2 h−1)

屋内 (0.1 h−1)
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0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

0 5 10

D
R

F

経過時間 (h)

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

0 5 10

D
R

F

経過時間 (h)

感度解析結果（粒⼦状物質）

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

0 5 10

D
R

F

経過時間 (h)

粒⼦状物質の場合、低減効果は各因
⼦が複合的に影響を及ぼす。
特に甲状腺被ばくを引き起こすヨウ
素のうち、I2は壁⾯へ付着すると報告
されているため、沈着速度と浸透率
の値について厳密な評価が必要。

λe=1.0 h−1

0.2 h−1

0.1 h−1

1.0 h−1
0.5 h−1
0.2 h−1

λd=0.1 h−1

P=1.0
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⾃然換気率 浸透率

沈着速度

⼤
←

 低
減

効
果

→
 ⼩

変動因⼦以外の計算条件︓
⾃然換気率=0.5 h 1,沈着速度＝0.5 h1, 浸透率＝0.75

（保守的な評価では、沈着速度＝0 h-1,
浸透率＝1が⽤いられる）
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実験的に⽇本家屋での内部被ばく低減効果にかかる因⼦を調査

⾃然換気率
 ⾵速と建築年ごとに⾃然換気率の関係を導出
 ⼾建住宅では0.1〜1 h1、集合住宅では0.1〜0.5 h1

浸透率（粒⼦状）
 実家屋で浸透率を導出（0.5〜1）
 ⾃然換気率1 h1以上で浸透率は概ね1
 1 h1未満では、⾃然換気率と浸透率は正の相関

被ばく低減効果を導出するために必要な核種（特にヨウ素）の
浸透率と沈着速度に関してラボ実験等により導出する必要あり

感度解析
 ガス状では屋内退避継続時間に依存
 粒⼦状では各因⼦が複合的に影響 等

課題



23ラボ実験（進⾏中）
Gas flow

隙間を模擬した試験体
（換気扇など）

仮想室外 仮想室内

• ヨウ素に関するパラメータを導出
• ⽇本独特の材質（畳など）の浸透率、沈着速度を導出

実験の⽬的

実験設備の特徴
• 隙間、壁⾯材質を変更可能
• ガス流量を⾃由に変えることができ、様々な換気率下で実験可能

↑14ページ⽬の実験結果を基に試験体を決定



24まとめ

⽇本家屋を対象に、実家屋試験・ラボ実験・感度解析等を通して
外部被ばく、内部被ばくに対する被ばく低減効果の評価を進めた

 被ばく低減係数の定量的評価を継続（ラボ
実験）、代表値を設定

 仮想事故シナリオ、気象条件等の事例を⽤
いた被ばく線量評価

 最適な防護措置のための技術基盤を提供

今後の展開

クラウド
シャイン

グランド
シャイン

吸⼊被ばく

被ばく線量の経路別割合
（例）

• 各経路での低減効果を
総合的に評価する必要

• 主要な被ばく経路での
低減効果の把握が重要

各被ばく低減係数の被ばく線量への
影響を定量的に把握

これら成果を、確率論的事故影響解析
コードOSCAARに反映し、最適な防護措
置の検討に活⽤していく


